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１．はじめに 

軟弱地盤における有効な橋台基礎として、

橋台基礎の周辺地盤を深層混合処理工法(以

下、ＤＭＭ)などで改良し改良地盤の地盤反力

を増加させて、橋台基礎に必要な杭本数を減

らしてトータルコストを縮減する複合地盤基

礎工法があり、有明海沿岸道路の(仮称)矢部

川橋(以下、矢部川橋とする)の橋台基礎(Ａ１

橋台、Ａ２橋台)で採用している(図１)。 

一方で、本工法は明確な設計手法が確立さ

れておらず、また施工実績も少ないため 1),2)、

設計上の仮定条件もかなり安全側に設定され

ていると考えられる。 

このため複合地盤基礎工法を採用すること

で約 55%の工費縮減が見込まれたが、設計上の仮定条件をより明確に設定することができれば、より合理的

な設計が可能となり、さらなるコスト縮減が可能であると考えられる。 

そこで、複合地盤基礎工法の効果を検証し、設計のさらなる合理化を目指して、杭の水平載荷試験を実施

した。現行設計の概要と課題、水平載荷試験の目的について報告する。 

２．現行の設計手法の概要 

現行の複合地盤基礎工法の設計手法 2)の概要を以下に示す。 

1) 杭の設計は保有耐力法で行う。 

2) 橋台の変形抑制効果に影響を及ぼす改良範囲は、杭の水平抵

抗に大きく寄与するといわれる杭頭より杭の特性長 1/βの深

さから改良体の受働すべり線の影響範囲までとする(図２)。 

3) 複合地盤による効果は設計上、水平地盤反力の増加のみ考慮

する。 

4) 水平地盤反力の設定は、ＤＭＭ改良体と原地盤の複合地盤の

変形係数を用いて算定する。 

３．現行の設計手法の課題 

 現行の設計手法を合理化する上で、改善が可能と考えられる点を以下に示す。 

一般的に、保有耐力法で杭に生じる変位は３次元弾性ＦＥＭ解析と比較してかなり大きく、実際に杭に生

じる変位が保有耐力法で想定される変位より小さく、ＦＥＭ解析の変位に近い場合には改良範囲をより縮小

できる可能性がある。 

図２  複合地盤基礎の概要 
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図１  (仮称)矢部川橋の概要 
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現行の設計手法では、複合地盤の効果として水平地盤反力の増加しか考慮していないが、改良地盤におけ

る杭の摩擦力増加に伴い、支持力の増加が期待できる。 

上記効果を設計に反映することで、杭の本数や長さを低減できる可能性があり、トータルコストの縮減が

可能であると考えられる。 

４．矢部川橋Ａ１橋台での設計事例 

地盤改良範囲の改良幅は現行の設計手法と同様に、杭の特性長 1/

βから定まる範囲とした。受働すべり線が 45°(φ=0°)となるため、

1/β=4.8m を改良範囲として設定した(図３)。 

また、改良深度は L2 地震時において、改良体ブロックに滑動が生

じないよう洪積砂礫層に 60cm 根入れした(図３)。 

現行の設計手法では複合地盤の変形係数をそのまま用いて、複合

地盤の水平地盤反力を設定している。一方、複合地盤の改良範囲は

有限であるため、複合地盤の水平地盤反力を設定では改良幅の影響

を考慮する必要があると考えられる。 

そこで、矢部川橋Ａ１橋台の設計では３次元弾性ＦＥＭを用

いて、軟弱層が半無限に改良された場合の基礎変位と、改良範

囲を狭くしていった場合の基礎変位を比較し、相対的なバネ値

の低減率を算定して、この低減率と軟弱層が半無限に改良され

た場合の水平地盤反力から、複合地盤の水平地盤反力を求めた

(図４)。 

なお、今回実施した杭の水平載荷試験結果では、杭に生じる

水平変位は当初設計で想定した値よりも十分小さい結果となり、

改良範囲の縮小など設計の合理化が可能であり、さらなるコス

ト縮減を図れる可能性があることがわかった。水平載荷試験の

詳細は参考文献 3)を参照されたい。 

５．おわりに 

矢部川橋の橋台基礎(Ａ１橋台、Ａ２橋台)において、複合地

盤基礎工法を採用することで、杭基礎のみの場合と比べて約

55%のコスト縮減を達成できたが(表１)、現行設計では設計上の仮定条件がかなり安全側に設定されているた

め、これらの条件をより明確に設定できれば、より合理的な設計が可能になると考え、杭の水平載荷試験を

実施した。 

載荷試験の結果、複合地盤基礎の改良範囲は現行設計

で求まる改良範囲より、さらに小さくできると考えられ、

さらなるコスト縮減が図れる可能性があることがわかっ

た。今後、複合地盤基礎工法の設計手法のさらなる合理

化を目指して、検討を進めていく次第である。 
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表１  橋台基礎形式の選定 
 杭本数を増して対応 複合地盤基礎で対応 

構造図 

 
工費の比較 1.00 0.45 

図３  改良幅と改良深度 
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図４ 水平地盤反力の算定 
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